
次回予告

入間市 企画部 企画課
加須市 総合政策部 政策調整課
川越市 総合政策部 政策企画課
深谷市 企画財政部 企画課

彩の国 埼玉県

8 29
(木)

【オンライン開催】
8月27日(火) 17：00申込〆切

定 員 100名

対 象 本制度に関心のある企業の皆さま

◆プログラム・講師

第２部：寄附企業による事例紹介
株式会社愛鶏園 代表取締役社長 齋藤 拓 氏

株式会社ジェイコム埼玉・東日本 取締役 社長補佐地域ソリューション担当 中山 紀子 氏

第３部：自治体の地方創生に向けた寄附事業について

第１部：企業版ふるさと納税制度の概要

本セミナーでは、企業版ふるさと納税制度の活用を通じた

★社会貢献に取り組む企業としてのPR効果
★自治体と企業における新たなパートナーシップ構築
★地域資源などを生かした新たな事業展開

などについて、地方創生やESG・SDGsの観点にも着目して解説します

1126
(火)

マッチング交流会【ハイブリッド開催】
市町村担当者と対面形式で個別にご相談が可能です

時間：14時～17時(予定）
場所：サンシャインシティ会議室 特別ホール

14:00～15:30（13:50受付開始）

内閣府地方創生推進事務局 主査 江藤 純平 氏

第一部 セミナー （オンライン配信も行います）
第二部 市町村マッチング交流会（会場参加の方のみ）

“創業の地がある”
“拠点施設がある”
“営業エリアがある”
市町村等への寄附事例が
増えています！

ＣＳＲ向上、企業PR
等につながります！

主催 埼玉県
運営 株式会社地域デザインラボさいたま（りそなグループ）

参加無料



※本セミナーはウェブセミナーのため以下の点にご注意ください
〇 インターネットの繋がる環境でご参加ください（Wi-Fi環境をおすすめします）
〇 通信環境により、音声・映像が途切れる可能性があります
〇 Wi-Fi接続以外のモバイル通信の場合、データ通信量が消費されます

お問合せ

○運営事務局 株式会社地域デザインラボさいたま 担当：前田・矢澤
TEL   ：048-633-4301
Email：yuki.maeda@labtama.saitamaresona.co.jp

chiaki.yazawa@labtama.saitamaresona.co.jp

※本セミナーにより各講師は税務や法律などの助言を行うものではありません。法令や税制等にもとづき一般的な情報の提供を目的として制度のご案内をするもので
す。個別の申告等のお手続きにあたっては必要に応じて、税理士・公認会計士・弁護士などの専門家にご相談ください。

【企業版ふるさと納税とは？】

2016年度より内閣府によって創設された企業が自治体に寄附をすると税負担が軽減される制度です。

寄附の対象は、自治体が作成した地方創生に係る事業が対象になります。
2020年度より制度が改正され、企業が自治体へ寄附した際に控除される割合が最大９割に引き上げられたことや、制度を

通じて企業と自治体の共創につながる取組みとしても注目されています。

お申込方法

右のQRコードを読み取っていただき、必要項目をご入力の上、送信ください。
後日、ご登録のアドレスに視聴用URLをお送りいたします。

講 師 紹 介

入間市は2022年度に「ＳＤＧｓ未来都市」に選定され、「Well-being」をキーワードに、経済、社会、環境の三側面から持

続可能なまちづくりを進めています。また「げんきな子どもが育つまち」としてさまざまな取組を進めています。本制度を
活用した入間市の取組についてご紹介します。

入間市

加須市では「女子野球タウン」として、スポーツの持つ多様な力を最大限に活かし、継続的な取組を通じて、
『女子野球を基軸としたスポーツによる持続的なまちづくり・地域活性化』の推進を図っています。本制度を活用した
「女子野球タウン」加須市の挑戦についてご紹介します。

加須市

深谷市では、郷土の偉人・渋沢栄一が残した「論語と算盤」の精神をSDGs推進と結び付け、地域の活性化に生かしな
がら、地方創生を実現するため、5つのプロジェクトに取り組んでいます。2021年1月には本制度の取り組みについて、
大臣表彰を受賞。数多くの企業とパートナーシップ構築している深谷市の取組みについて紹介します。

深谷市

川越市では、「人がつながり、魅力があふれ、だれもが住み続けたいまち 川越」の実現に向け、グリーンツーリズムの

整備推進や歴史的建造物を活用した創業支援等、地方創生の取組を推進しています。本日は、企業版ふるさと納税人
材派遣型を含め、事業推進にあたり、企業版ふるさと納税を活用している事例等を御紹介します。

川越市

放送・通信事業者として、ケーブルテレビ、インターネット、などのサービスを展開。
地域社会の持続的成長に向け、自治体や地域パートナーとともに様々な事業にも取り組み、2024年に川越市と
「企業版ふるさと納税（人材派遣型）を活用した人事交流協定」を締結しました。
本制度を活用した人材出向に至った背景や意義などをご紹介させていただきます。

株式会社ジェイコム埼玉・東日本

株式会社愛鶏園
愛鶏園は創業大正14年、約100年間たまごづくり一筋の会社です。時代の流れによって『人の幸せ』の形も
大きく変わってきました。しかし、私たち愛鶏園には一つだけ変わらないものがあります。
それは、大切な人の幸せを追求し続けることです。「たまごを通して大切な人を幸せにする」が
私たちの経営理念であり、ミッションです。今回、本制度の利用に至った経緯や想いをご紹介させていただきます。

第3部：自治体の地方創生に向けた寄附事業について

第２部：寄附企業による事例紹介


